
神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「医療介護総合確保促進法に基づく神奈川県計画」（以下「県計画」と

いう。）に定める事業（介護分）のうち、交付対象者が行う事業に要する経費に対して、予

算の範囲内において補助金を交付することについて、地域医療介護総合確保基金管理運営要

領（平成26年９月12日医政発0912第５号厚生労働省医政局長通知、老発0912第１号厚生労働

省老健局長通知及び保発0912第２号厚生労働省保険局長通知）及び補助金の交付等に関する

規則（昭和45年神奈川県規則第41号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

 

（補助の対象） 

第２条 補助の対象とする事業は、県計画に基づき、別表１の事業区分ごとに、交付対象者が

実施する次の事業とする。 

(1) 介護施設等整備事業 

(2) 介護人材キャリアアップ研修受講促進事業 

(3) 認知症ケア人材育成推進事業 

(4) 権利擁護人材育成事業 

(5) 介護ロボット導入支援事業 

 (6) 喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 

(7) 介護従事者子育て支援事業 

 

（補助額の算出方法等） 

第３条 補助額は、次により算出する。 

(1) 別表２の事業区分ごとに、補助基準額と補助対象経費の実支出額とを別表１の交付対象

者ごとに比較して少ない方の額を選定する。 

  ただし、権利擁護人材育成事業にあっては、別に定める市民後見推進事業費補助実施要

領における補助項目ごとに、補助基準額と補助対象経費の実支出額とを比較して少ない方

の額を選定した合計額とする。 

(2) (1)により選定した額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して

少ない方の額に別表２の補助率を乗じて得た額（算定された額に1,000円未満の端数が生

じた場合には、これを切り捨てた額）を補助額とする。 

但し、介護施設等整備事業にあっては、補助を受けようとする施設ごとに補助額を算出

するものとし、また、別表１の事業区分のうち、１(1)及び(4)の事業の補助額は、別表４

に定める国の特別措置に該当する場合は、別表４により算出した加算額を加算することが

できる。 

 

 



（申請書の提出期日等） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式１）に（様式２）、

（様式３）及び別に定める様式を添えて、知事が別に定める期日までに提出するものとする。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請を行うにあたって、消費税及び地方消費

税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和

63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該

金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額

の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額を言う。以下同じ。）を減

額して交付申請するとともに、その計算方法や積算の内訳等を記載した書類を申請書に添え

て提出しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 

（交付条件） 

第５条 規則第５条の規定による条件は、次のとおりとする。 

 (1) 事業を実施するために必要な調達を行う場合には、原則として一般競争入札によるもの

とする。 

 (2) 補助事業の内容又は経費配分の変更をしようとする場合は、すみやかに知事の承認を受

けなければならない。ただし、経費の20％以内の変更については、この限りでない。 

 (3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、すみやかに知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

 (4) 補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事

業の遂行が困難となった場合は、すみやかに知事に報告し、その指示を受けなければなら

ない。 

 (5) 補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業に係る関係書類

の保存については、次のとおりとする。 

ア 補助事業者が地方公共団体の場合 

補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するとともに、補助

事業に係る歳入及び歳出についての証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管してお

かなければならない。 

イ 補助事業者が地方公共団体以外の場合 

補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出に

ついての証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、そ

の承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

また、証拠書類等の保存期間が満了しない間に補助事業者が解散する場合は、その権

利義務を承継する者（権利義務を承継する者がいない場合は知事）に当該証拠書類等を

引き継がなければならない。 



 (6) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により

取得し又は効用の増加した財産で価格が単価50万円以上（事業者が地方公共団体以外のも

のの場合は30万円以上）の機械及び器具については、「減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和40年大蔵省令第15号）」に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けな

いでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

取り壊し又は廃棄してはならない。 

 (7) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部

又は一部を県に納付させることがある。 

 (8) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後において

も、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければな

らない。 

 (9) 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせてはならない。 

(10) 補助事業者が規則第２条第４項に規定する間接補助金等を交付する場合は、同条第６項

に規定する間接補助事業者等に対し、第13条と同一の条件を付さなければならない。 

(11) 補助事業者は、この補助金の交付と対象経費を重複して、他の法律又は予算制度に基づ

く国又は県の負担又は補助を受けてはならない。 

(12) その他、規則及びこの要綱の定めに従わなければならない。 

 

（暴力団排除） 

第６条 神奈川県暴力団排除条例第10条の規定に基づき、申請者が次の各号に該当する場合は、

補助金交付の対象としない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団 

(3) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに第１号に規定する暴力団員に該当する者があるもの 

(4) 法人格を持たない団体にあっては、代表者が第１号に規定する暴力団員に該当するもの  

２ 知事は、必要に応じ補助金等の交付を受けようとする者又は補助事業者が、前項各号のい

ずれかに該当するか否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行うことができる。 

ただし、当該確認のために個人情報を神奈川県警察本部長に提供するときは、神奈川県警

察本部長に対して当該確認を行うことについて、当該個人情報の本人の同意を得るものとす

る。 

３ 知事は、補助事業者が第１項各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

 

（変更の承認） 

第７条 第５条第２号から第４号の規定に基づく知事の承認を受けようとする場合は、補助金

変更交付申請書（様式４）に（様式２）、（様式３）及び別に定める様式を添えて、又は事

業変更（中止、廃止）承認申請書（様式５）に変更の内容及び理由又は中止、廃止の理由を



記載した書類を添付して知事に提出しなければならない。 

 

（申請の取り下げのできる期間） 

第８条 規則第７条第１項の規定により申請の取り下げのできる期間は、交付の決定の通知を

受理した日から10日を経過した日までとする。 

 

（状況報告） 

第９条 補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況について、事業実施

状況報告書（様式６）により知事に報告するものとする。  

 

（実績報告） 

第10条 規則第12条の規定による実績報告は、事業実績報告書（様式７）に（様式８）、（様

式９）及び別に定める様式を添えて、事業完了の日から起算して、１か月を経過した日（第

７条により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起

算して１月を経過した日）又は知事が別に定める期日までのいずれか早い日までに行わなけ

ればならない。 

２ 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、前項の実績

報告書を提出するにあたって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告するとともに、その計算方法や積算

の内訳等を記載した書類を報告書に添えて提出しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第11条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、実績報

告後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確

定した場合には、消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書（様式10）により、す

みやかに知事に対して報告しなければならない。なお、補助事業者が全国的に事業を展開す

る組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行

わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部

の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

２ 前号の報告があった場合には、知事は当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除額の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（届出事項） 

第12条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、すみやかに文書をもってその

旨を知事に届け出なければならない。 

(1) 住所又は氏名を変更したとき。 

(2) その他申請内容に変更があったとき。 

 



（書類の経由） 

第13条 規則及びこの要綱の規定により書類を知事に提出する場合は、事業所管課を経由しな

ければならない。 

 

（その他） 

第14条 その他、事業の実施にあたり必要な事項は、別に定めるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成27年７月28日から施行し、平成27年７月13日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成28年１月27日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成28年６月24日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成28年７月27日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

   



別表１ 事業区分及び交付対象者 

補助の対象とする事業 
交付対象者（注１） 

 事業区分 

１ 介護施設等整備事業 

 

(1) 地域密着型サービス等整備助成事業 

市町村、事業者（社会福祉法人、医療法

人、株式会社、その他介護施設等整備事

業を実施する事業者） 

(2) 施設開設準備経費等支援事業 

(3) 定期借地権設定のための一時金の支援事業 

(4) 既存の特別養護老人ホーム等のユニット化 

  改修等支援事業 

２ 介護人材キャリアアップ研修受講促進事業 

 

(1) 介護職員研修受講促進支援事業費補助 

介護サービス事業者（注２） 

介護予防・日常生活支援総合事業第1号事

業指定事業者  

ア 研修受講料支援事業費補助 

イ 代替要員確保対策事業費補助 

３ 認知症ケア人材育成推進事業 

 

(1) 認知症医療支援事業費補助 

政令指定都市  

 

 

ア 認知症サポート医養成研修・認知症サ

ポート医フォローアップ研修事業費補助 

イ かかりつけ医認知症対応力向上研修事

業費補助 

ウ 病院勤務の医療従事者向け認知症対応

力向上研修事業費補助 

エ 歯科医師認知症対応力向上研修事業費

補助 

オ 薬剤師認知症対応力向上研修事業費補

助 

カ 看護職員認知症対応力向上研修事業費

補助 

キ 認知症介護指導者フォローアップ研修

事業費補助 

ク 認知症介護基礎研修事業費補助 

４ 権利擁護人材育成事業 

 (1) 市民後見推進事業費補助 市町村 



５ 介護ロボット導入支援事業 

 (1) 介護ロボット導入支援事業費補助 介護サービス事業者 

６ 喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 

 (1) 喀痰吸引等研修実施体制強化事業費補助 登録研修機関（注３） 

７ 介護従事者子育て支援事業 

 (1) 介護職員子育て支援代替職員配置事業費補助 介護サービス事業者 

（注１） 補助を受けようとする施設・事業所等が県内に所在する者に限る。 

（注２） 介護サービス事業者とは、介護保険法（平成9年法律第123号）第115条の32に定める介護

サービス事業者を言う。 

（注３） 登録研修機関とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 46年法律第 30号）附則第４条 

第２項に定める登録研修機関のうち、地方公共団体を除く者をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別表２ 補助対象経費等 

補助の対象とする事業 
補助基準額 補助対象経費 補助率 

 事業区分 

１ 介護施設等整備事業 

 

 

 

 

 

 

(1) 地域密着型サー

ビス等整備助成

事業 

別表３(1)「地域密着型サー

ビス等整備助成事業」の

「配分基礎単価」額に「単

位」数を乗じて算出した額 

別表３(1)「地域密着型サー

ビス等整備助成事業」の

「補助対象経費」欄に記載

のとおり 

10分の10 

(2) 施設開設準備 

経費等支援事業 

別表３(2)「施設開設準備

経費等支援事業」の「配分

基礎単価」額に「単位」数

を乗じて算出した額 

別表３(2)「施設開設準備

経費等支援事業」の「補助

対象経費」欄に記載のとお

り 

10分の10 

(3) 定期借地権設

定のための一時

金の支援事業 

別表３(3)「定期借地権設

定のための一時金の支援事

業」の「配分基準」に基づ

き算出した額 

別表３(3)「定期借地権設

定のための一時金の支援事

業」の「補助対象経費」欄

に記載のとおり 

２分の１ 

(4) 既存の特別養

護老人ホーム等

のユニット化改

修等支援事業 

別表３(4)「既存の特別養

護老人ホーム等のユニット

化改修等支援事業」の「配

分基礎単価」額に「単位」

数を乗じて算出した額 

別表３(4)「既存の特別養

護老人ホーム等のユニット

化改修等支援事業」の「補

助対象経費」欄に記載のと

おり 

10分の10 

２ 介護人材キャリアアップ研修受講促進事業 

 (1) 介護職員研修受講促進支援事業費補助 

 

 

 

 

 

ア 研修受講料

支援事業費補助 

 

(ｱ)介護職員初任者研修

（注１）を受講する従業者

又は従事予定者１人あたり 

72千円 

(ｲ)実務者研修（注２）を

受講する従業者１人あたり 

120千円 

従業者（介護職員初任者研

修の場合は従事予定者を含

む）に介護職員初任者研修

又は実務者研修を受講させ

るために必要な経費 

(ｱ) 受講料 

(ｲ) 受講者が支払った受講

料に対する支給金（但し

給与、賃金、手当等と明

確に区別して支給したも

のに限る。） 

３分の１ 



イ 代替要員確 

保対策事業費

補助 

 

(ｱ)介護職員初任者研修を

受講する従業者１人あたり

日額13千円×代替要員を確

保した日数（ただし、１人

あたり５日間を限度とす

る。） 

(ｲ)実務者研修を受講する

従業者１人あたり日額13千

円×代替要員を確保した日

数（ただし、１人あたり３

日間を限度とする。） 

従業者が介護職員初任者研

修又は実務者研修を受講し

ている期間の代替要員を確

保するために必要な人件費 

(ｱ) 報酬、給与、賃金、通

勤手当、社会保険料 

(ｲ) 派遣会社に支払う派遣

料金 

10分の10 

 

３ 認知症ケア人材育成推進事業 

 

 

 

(1) 認知症医療支援事業費補助 

 ア 認知症サポ

ート医養成研

修・認知症サ

ポート医フォ

ローアップ研

修事業費補助 

予算の範囲内で知事が定

める額 

 

平成27年４月15日老発0415

第６号厚生労働省老健局長

通知の別添「認知症地域医

療支援事業実施要綱」（第

７ 普及啓発推進事業を除

く。）に基づく事業の実施

に必要な賃金、報償費、旅

費、需用費、役務費、委託

料、使用料及び賃借料、負

担金、備品購入費、補助金

及び交付金 

10分の10 

 

イ かかりつけ

医認知症対応

力向上研修事

業費補助 

ウ 病院勤務の

医療従事者向

け認知症対応

力向上研修事

業費補助 

エ 歯科医師認

知症対応力向

上研修事業費

補助 

オ 薬剤師認知

症対応力向上

研修事業費補

助 

カ 看護職員認

知症対応力向

上研修事業費

補助 



キ 認知症介護

指導者フォロ

ーアップ研修

事業費補助 

予算の範囲内で知事が定

める額 

 

平成18年３月31日老発第

0331010号厚生労働省老健

局長通知の参考２「認知症

介護実践者等養成事業実施

要綱」(４(1)認知症介護実

践研修、(2)認知症対応型

サービス事業開設者研修、

(3)認知症対応型サービス

事業管理者研修、(4)小規

模多機能型サービス等計画

作成担当者研修及び(5)認

知症介護指導者養成研修を

除く。)に基づく事業の実

施に必要な委託料 

10分の10 

 

ク 認知症介護

基礎研修事業

費補助 

予算の範囲内で知事が定

める額 

平成18年３月31日老発第

0331010号厚生労働省老健

局長通知の別紙｢認知症介

護実践者等養成事業実施要

綱｣(４(1)認知症介護基礎

研修)に基づく事業の実施

に必要な報酬、共済費、賃

金、報償費、旅費、需要

費、役務費、委託料、使用

料及び賃借料、備品購入

費、負担金、補助及び交付

金 

10分の10 

４ 権利擁護人材育成事業 

 

 

 

(1) 市民後見推進事業

費補助 

ア 市民後見人養成のた

めの研修の実施 

(ｱ) 市民後見人養成研

修（実践研修） 

656千円 

(ｲ) 市民後見人養成研

修（基礎研修） 

425千円 

(ｳ) 資質向上研修 

１日(４時間以上)あたり 

100千円 

（10日間まで。１日の受

講人数が25人を超える

場合は２日分とする。

市民後見推進事業の実施に

必要な経費（報酬、賃金、

報償費、旅費、需用費、役

務費、委託料、使用料及び

賃借料、備品購入費）とし

て知事が認める額 

 

10分の10 

 



また、１日あたりの研

修が４時間未満のもの

は0.5日とし、受講人数

が25人を超える場合

は、１日分とする。） 

イ 市民後見人活動推進の

ための組織体制の構築      

883千円 

ウ 市民後見人の適正な

活動のための支援  

基準額 3,882千円 

 

人口規模により次の額を

基準額に加算  

50万人以上 

3,526千円 

30万人以上50万人未満 

2,892千円 

10万人以上30万人未満 

1,932千円 

5万人以上10万人未満 

972千円 

５ 介護ロボット導入支援事業 

 

 

(1) 介護ロボット導

入支援事業費補助 

１機器あたり  

200千円 

 

介護サービス事業所等 

（注３）への介護ロボット

の購入、レンタル・リース

に要する経費 

２分の１ 

 

６ 喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 

 (1)喀痰吸引等研修実

施体制強化事業費

補助 

登録研修機関（注４）の

受講者の増加数により 

次の額を上限とする。 

・５人以上９人以下  

500千円 

・10人以上19人以下 

1,000千円 

・20人以上 

  2,000千円 

喀痰吸引等研修事業の開始

又は拡充のために要する 

経費（報酬、賃金、報償

費、旅費、需用費、役務

費、使用料及び賃借料、備

品購入費） 

10分の10 



７ 介護従事者子育て支援事業 

 (1)介護職員子育て支

援代替職員配置事

業費補助 

育児のため短時間勤務で

従事する介護職員１人あ

たり 

750千円 

育児のため短時間勤務で従

事する介護職員の代替職員

を配置するために必要な人

件費 

(ｱ) 報酬、給与、賃金 

(ｲ) 派遣会社に支払う派遣

料金 

３分の１ 

（注１） 介護職員初任者研修とは、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第22条の

23に規定する介護職員初任者研修課程をいう。 

（注２） 実務者研修とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）に基づく実務

者研修をいう。 

（注３） 介護サービス事業所等とは、介護保険法（平成9年法律第123号）に基づく介護サービ

ス事業所及び施設をいう。 

（注４） 登録研修機関とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 46年法律第 30号）附則第４条 

第２項に定める登録研修機関のうち、地方公共団体を除く者をいう。 

 

  



別表３ 介護施設等整備事業の補助対象経費等 

(1)地域密着型サービス等整備助成事業 

細区分 配分基礎 

単価 
単位 補助対象経費 

 施設種別等 

ア 地域密着型サービス施設等の整備  

市町村の介護保険事業計画に

基づく地域密着型特別養護老人

ホーム等の整備（施設の整備と

一体的に整備されるものであっ

て、知事が必要と認めた整備を

含む。）に必要な工事費又は工

事請負費及び工事事務費（工事

施工のため直接必要な事務に要

する費用であって、旅費、消耗

品費、通信運搬費、印刷製本費

及び設計監督料等をいい、その

額は、工事費又は工事請負費の

2.6％に相当する額を限度額とす

る。）。 

 ただし、別の負担（補助）金

等において別途補助対象とする

費用を除き、工事費又は工事請

負費には、これと同等と認めら

れる委託費、分担金及び適当と

認められる購入費等を含む。 

 

 

 

 

 

 

 ・地域密着型特別養護老人ホーム 4,270千円 整備床数 

・小規模な介護老人保健施設 53,400千円 施設数 

・小規模な養護老人ホーム 2,270千円 整備床数 

・小規模なケアハウス（特定施設入居

者生活介護の指定を受けるもの） 
4,270千円 整備床数 

・都市型軽費老人ホーム 1,700千円 整備床数 

・認知症高齢者グループホーム 32,000千円 施設数 

・小規模多機能型居宅介護事業所 32,000千円 施設数 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所 
5,670千円 施設数 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 32,000千円 施設数 

・認知症対応型デイサービスセンター 11,300千円 施設数 

・介護予防拠点 8,500千円 施設数 

・地域包括支援センター 1,130千円 施設数 

・生活支援ハウス 34,000千円 施設数 

・緊急ショートステイの整備 1,130千円 整備床数 

・施設内保育施設 11,300千円 施設数 

イ 介護施設等の合築等 

 

地域密着型サービス施設等の整備対象

施設を合築・併設する地域密着型特別

養護老人ホーム 

4,483千円 整備床数 

ウ 空き家を活用した整備 

 

・認知症高齢者グループホーム 

8,500千円 施設数 
・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・認知症対応型デイサービスセンター 

（注）神奈川県から市町村を通じて補助を行う間接補助事業とする。 

 

  



(2)施設開設準備経費等支援事業 

細区分 配分基礎 

単価 
単位 補助対象経費 

 施設種別等 

ア 定員30名以上の広域型施設等（注１）  

特別養護老人ホーム等

の円滑な開所や既存施

設の増床、また、介護

療養型施設から介護老

人保健施設への転換の

際に必要な需用費、使

用料及び賃借料、備品

購入費（備品設置に伴

う工事請負費を含

む）、報酬、給料、職

員手当等、共済費、賃

金、旅費、役務費、委

託料又は工事請負費 

 

・特別養護老人ホーム 

621千円 定員数 

・介護老人保健施設 

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護

の指定を受けるもの） 

・養護老人ホーム 

・訪問看護ステーション（大規模化やサ

テライト型事業所の設置） 
3,100千円 施設数 

イ 定員29名以下の地域密着型施設等（注２） 

 ・地域密着型特別養護老人ホーム 

621千円 

定員数 

※小規模多機能型居宅

介護事業所及び看護小

規模多機能型居宅介護

事業所にあっては、宿

泊定員数とする。 
 

・小規模な介護老人保健施設 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者

生活介護の指定を受けるもの） 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所 
10,300千円 施設数 

・都市型軽費老人ホーム 
310千円 定員数 

・小規模な養護老人ホーム 

・施設内保育施設 3,100千円 施設数 

ウ 介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備に必要な経費(注１) 

 

・介護老人保健施設 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・高齢者の居住の安定確保に関する法律

(平成13年法律第26号)第５条の規定に

より登録されている賃貸住宅 

156千円 
定員数 

(転換床数) 

（注１）ア及びウのうち、補助対象施設が政令指定都市及び中核市に所在する場合には、神奈川県か 

ら市を通じて補助を行う間接補助事業とし、それ以外の場合には、神奈川県から事業者に直接 

補助を行う直接補助事業とする。 

（注２）イは神奈川県から市町村を通じて補助を行う間接補助事業とする。 

  



(3)定期借地権設定のための一時金の支援事業 

細区分 
配分基準 補助対象経費 

 施設種別等 

【本体施設】 

 

当該施設等を整備

する用地に係る国

税局長が定める路

線価の２分の１ 

 

定期借地権設定に際して授受

される一時金であって、借地

代の前払いの性格を有するも

の（当該一時金の授受によ

り、定期借地権設定期間中の

全期間又は一部の期間の地代

の引き下げが行われていると

認められるもの）。 

ア 定員30名以上の広域型施設等(注１) 

 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指

定を受けるもの） 

・養護老人ホーム 

イ 定員29名以下の地域密着型施設等(注２) 

 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

・小規模な介護老人保健施設 

・小規模なケアハウス（特定施設入居者生活

介護の指定を受けるもの） 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・都市型軽費老人ホーム 

・小規模な養護老人ホーム 

・施設内保育施設 

【合築・併設施設】(注３) 

 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

・認知症対応型デイサービスセンター 

・介護予防拠点 

・地域包括支援センター 

・生活支援ハウス 

・緊急ショートステイ 

（注１）アのうち、補助対象施設が政令指定都市及び中核市に所在する場合には、神奈川県から市 

を通じて補助を行う間接補助事業とし、それ以外の場合には、神奈川県から事業者に直接補 

助を行う直接補助事業とする。 

（注２）イは神奈川県から市町村を通じて補助を行う間接補助事業とする。 

（注３）本体施設（特別養護老人ホーム等）を整備する際に、合築・併設施設を整備する場合にお 

   いては、当該敷地についても補助対象とすることができる。 

  



 (4)既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業 

細区分 配分基礎 

単価 
単位 補助対象経費 

 施設種別等 

ア 既存施設のユニット化改修 
特別養護老人ホーム等

のユニット化等の改修

（施設の整備と一体的に

整備されるものであっ

て、県知事が必要と認め

た整備を含む。）に必要

な工事費又は工事請負費

及び工事事務費（工事施

工のため直接必要な事務

に要する費用であって、

旅費、消耗品費、通信運

搬費、印刷製本費及び設

計監督料等をいい、その

額は、工事費又は工事請

負費の2.6％に相当する額

を限度額とする）。 

ただし、別の負担（補

助）金等において別途補

助対象とする費用を除

き、工事費又は工事請負

費には、これと同等と認

められる委託費及び分担

金及び適当と認められる

購入費等を含む。 

 

(ｱ) 特別養護老人ホームのユニット化 

 

(ｲ) 介護老人保健施設のユニット化 

 

(ｳ) 介護療養型医療施設の改修により転

換される次の施設 

・介護老人保健施設 

・ケアハウス 

・特別養護老人ホーム 

・認知症高齢者グループホーム 

 

「個室 → 

ユニット化」

改修 

1,130千円 

整備床数 

「多床室 → 

ユニット化」

改修 

2,270千円 

イ 特別養護老人ホーム（多床室）のプライバ

シー保護のための改修 
700千円 整備床数 

ウ 介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 

 

・介護老人保健施設 

・ケアハウス 

・有料老人ホーム 

・特別養護老人ホーム及び併設されるシ

ョートステイ用居室 

・認知症高齢者グループホーム 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・生活支援ハウス 

・高齢者の居住の安定確保に関する法律

（平成13年法律第26号）第５条の規定

により登録されている賃貸住宅 

創設 

1,930千円 

整備床数 

改築 

2,390千円 

改修 

964千円 

（注）補助対象施設が政令指定都市及び中核市に所在する場合には、神奈川県から市を通じて補助を 

行う間接補助事業とし、それ以外の場合には、定員29名以下の地域密着型施設等は神奈川県から 

市町村を通じて補助を行う間接補助事業とし、定員30名以上の広域型施設は、神奈川県から事業 

者に直接補助を行う直接補助事業とする。 

  



別表４  

各法令で定める国の財政上の特別措置による加算（介護施設等整備事業） 

 区 分 対象施設の種類 加算額 

公害の防止に関する事業に係る国の財

政上の特別措置に関する法律（昭和４６

年法律第７０号）第２条に規定する公害

防止対策事業として行う場合 

・特別養護老人ホーム 

・ケアハウス 

・生活支援ハウス 

別表３に定める配分基礎

単価に０．１０を乗じて

得た額 

地震防災対策強化地域における地震対

策緊急整備事業に係る国の財政上の特別

措置に関する法律（昭和５５年法律第６

３号）第２条に規定する地震対策緊急整

備事業計画に基づいて実施される事業の

うち、同法別表第１に掲げる社会福祉施

設（木造施設の改築として行う場合） 

・特別養護老人ホーム 

 

別表３に定める配分基礎

単価に０．３０を乗じて

得た額 

地震防災対策特別措置法（平成７年法

律第１１１号）第２条に規定する地震防

災緊急事業五箇年計画に基づいて実施さ

れる事業のうち、同法別表第１に掲げる

社会福祉施設（木造施設の改築として行

う場合） 

・特別養護老人ホーム 

 

別表３に定める配分基礎

単価に０．３０を乗じて

得た額 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法（平成２５年法

律第８７号）第１２条第１項に規定する

津波避難対策緊急事業計画に基づいて実

施される事業のうち、同項第４号に基づ

き政令で定める施設（取壊し費用含む） 

 

・小規模多機能型居宅介護

事業所 

・特別養護老人ホーム 

・ケアハウス 

・認知症高齢者グループホ

ーム 

・認知症対応型デイサービ

スセンター 

・看護小規模多機能型居宅

介護事業所 

・介護老人保健施設 

・生活支援ハウス 

別表３に定める配分基礎

単価に０．３２を乗じて

得た額 

 

（注１）上表の特別措置に該当する場合は、別表２の補助基準額と補助対象経費の実支出額とを比

較して少ないほうの額に上表「加算額」欄により算定した額を加算する。 

 

（注２）算定した額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てた額を加算額とする。 

 

  



（様式１） 

文 書 番 号 

平成○○年○○月○○日 

 

神奈川県知事 殿 

 

 

補助事業者 住     所 

                 法人（団体）名 

代 表 者 氏 名              印 

               

 

平成○○年度神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）事業費補助金交付申請書 

 

このことについて、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 補助事業名     ○○○○○○○○事業 

 

２ 交付申請額     金○○○，○○○，○○○円 

 

３ 補助金所要額調書  （様式２） 

 

４ 事業計画書     （様式３） 

 

５ 添付書類 

(1) 当該事業に係る歳入歳出予算書の抄本 

（当該補助事業に係る予算額を備考欄に記入すること。） 

  (2) 役員等氏名一覧表（様式１ 付表） 

※交付申請者が地方公共団体の場合は提出を要しない。 

(3) その他参考となる資料（別に定める様式等） 

 

  問合せ先 
                          ○○部○○課 ○○ 
                          電話○○○-○○○-○○○○ 
                          ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○○＠○○○○ 

 

  

  



（様式１ 付表） 

 

役員等氏名一覧表 

 

                              平成  年  月  日現在 

役職名 氏 名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正T、昭和S、平成H) 

性別 

(男・女) 
住 所 

代表者      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

  記載された全ての者は、代表者または役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式

に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。 

 

                     団 体 名 

                     代表者氏名             印 

 

 

注 (1) 補助事業者が個人の場合、申請者について記載 

(2) 補助事業者が法人の場合、代表者およびすべての役員について記載 

(3) 補助事業者が法人格を持たない団体の場合、当該団体の代表者について記載 

  



（様式２）

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 補助 補助 既交付 差引

の収入額 支出予定額 基本額 所要額 決定額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ (Ｈ－Ｉ)Ｊ

(注) １ Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記載すること。

　　 ２ Ｇ欄にはＦ欄の額を記載すること。

　　 ３ Ｈ欄にはＧ欄の額に補助率を乗じて得た額を記載すること。

　　 ４ Ｇ欄、Ｈ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

（単位：円）

補助事業名

平成　年度神奈川県地域医療介護総合確保基金事業費補助金所要額調書

補助事業者名    　　　      　

区　　分



（様式３）

　

事業の着手日（予定）

事業の完了日（予定）

（補助事業者名：　　　　　　　　）

事 業 計 画 書

補助事業名（区分）

具体的な事業内容



（様式４） 

文 書 番 号 

平成○○年○○月○○日 

 

 

神奈川県知事 殿 

 

 

補助事業者 住     所 

                 法人（団体）名 

                 代 表 者 氏 名             印 

 

 

平成○○年度神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）事業費補助金変更交付申請書 

 

 

このことについて、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 補助事業名 ○○○○○○○○事業 

 

２ 変更交付申請額 金○○○，○○○，○○○円 

   （前回交付申請額 金○○○，○○○，○○○円） 

 

 ３ 補助金所要額調書  （様式２） 

 

４ 事業計画書  （様式３） 

 

５ 添付書類 

(1) 当該事業に係る歳入歳出予算書の抄本 

（当該補助事業に係る予算額を備考欄に記入すること。） 

(2) その他参考となる資料（別に定める様式等） 

 

  問合せ先 

                          ○○部○○課 ○○ 

                          電話○○○-○○○-○○○○ 

                          ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○○＠○○○○ 



（様式５） 

文 書 番 号 

平成○○年○○月○○日 

 

 

神奈川県知事 殿 

 

 

補助事業者 住     所 

                 法人（団体）名 

                 代 表 者 氏 名             印 

 

 

平成○○年度神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）事業費補助金事業変更

（中止、廃止）承認申請書 

 

 

  平成○○年○○月○○日付け○第○○○号により交付決定があった○○○○○○○○事

業に係る補助事業について、次のとおり事業変更（中止、廃止）し、承認を受けたいので、

関係書類を添えて申請します。 

 

１ 変更（中止、廃止）の内容 

事 業 内 容 変更（中止、廃止）前 変更（中止、廃止）後 

   

 

２ 変更（中止、廃止）の理由 

  問合せ先 

                          ○○部○○課 ○○ 

                          電話○○○-○○○-○○○○ 

                          ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○○＠○○○○ 

  



（様式６） 

文 書 番 号 

平成○○年○○月○○日 

 

神奈川県知事 殿 

 

 

補助事業者 住     所 

                 法人（団体）名 

                 代 表 者 氏 名             印 

 

 

平成○○年度神奈川県地域医療介護総合確保基金(介護分)事業費補助金事業実施状況報告書 

 

 平成○○年○○月○○日に依頼のありました標記補助金のうち、平成○○年○○月○○

日付け○第○○○号により交付決定があった○○○○○○○○事業につきまして、神奈川

県地域医療介護総合確保基金事業費補助金交付要綱第９条に基づき、平成○○年○○月○

○日現在の補助事業の遂行状況について報告します。 

 

 １ 補助事業名 ○○○○○○○○事業 

 

 ２ 補助事業の執行状況 

 

着手  ○○年○○月○○日 

 

    完了  ○○年○○月○○日 

 

 ３ 補助事業経費の執行状況 

 

 交付決定額 

 

    精算見込額 

 

  問合せ先 

                          ○○部○○課 ○○ 

                          電話○○○-○○○-○○○○ 

                          ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○○＠○○○○ 

注：支出の根拠としない場合には押印不要  



（様式７） 

文 書 番 号 

平成○○年○○月○○日 

 

 

 神奈川県知事 殿 

 

 

補助事業者 住     所 

                 法人（団体）名 

                 代 表 者 氏 名             印 

 

 

平成○○年度神奈川県地域医療介護総合確保基金(介護分)事業費補助金事業実績報告書 

 

 

  平成○○年○○月○○日付けで交付決定があった標記補助金について、次のとおり関係

書類を添えて報告します。 

 

１ 補助事業名     ○○○○○○○○事業 

 

２ 補助金精算額調書  （様式８） 

 

３ 事業実績報告書   （様式９） 

 

４ 添付書類 

(1) 当該事業に係る歳入歳出決算（見込み）書の抄本 

（当該補助事業に係る決算額を備考欄に記入すること。） 

(2) その他参考となる資料（別に定める様式等） 

 

    問合せ先 

                           ○○部○○課 ○○ 

                           電話○○○-○○○-○○○○ 

                           ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○○＠○○○○ 

  



（様式８）

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 補助 補助 既交付 差引

の収入額 支出済額 基本額 所要額 決定額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ (Ｈ－Ｉ)Ｊ

(注) １ Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記載すること。

　　 ２ Ｇ欄にはＦ欄の額を記載すること。

　　 ３ Ｈ欄にはＧ欄の額に補助率を乗じて得た額を記載すること。

　　 ４ Ｇ欄、Ｈ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　年度神奈川県地域医療介護総合確保基金事業費補助金精算額調書

補助事業者名    　　　      　

（単位：円）

補助事業名 区　　分



（様式９）

　

事業の完了日

事　業　実　績　報　告　書

（補助事業者名：　　　　　　　　）

補助事業名（区分）

具体的な事業内容

事業の着手日



（様式10） 

文 書 番 号 

平成○○年○○月○○日 

 

神奈川県知事 殿 

 

 

補助事業者 住     所 

                 法人（団体）名 

                 代 表 者 氏 名          印 

 

  平成○○年度神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）事業費に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

平成○○年○○月○○日付け○第○○○号により交付決定を受けた○○○○○○○事業に

係る補助金の消費税及び地方消費税仕入控除税に係る仕入控除税額について、次のとおり報

告します。 

 

１ 補助金の額の確定額                 金       円 

 

２ 消費税の申告の有無（どちらかを選択）        有   ・   無 

 

（２で「無」を選択の場合は以下不要） 

３ 仕入控除税額の計算方法（どちらかを選択）      一般課税 ・ 簡易課税 

 

（３で「簡易課税」を選択の場合は以下不要） 

４ 補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額   金       円 

 

５ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額    金       円 

 

６ 補助金返還相当額（５から４の額を差し引いた額）   金       円 

 

７ 添付書類 

(1) ３で一般課税に該当する場合、当該補助金に係る「消費税仕入控除税額の積算内訳」 

(2) ３で一般課税に該当する場合、税務署に提出した際の「消費税の確定申告書（控）

の表紙」及び「付表２ 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

(3) その他参考となる書類（別に定める様式等） 

 

（注）補助金返還相当額がない場合であっても、報告すること。 

 
  問合せ先 

                          ○○部○○課 ○○ 
                          電話○○○-○○○-○○○○ 
                          ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ○○○○＠○○○○ 


